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1 　はじめに
　本書は、共同正犯の法的効果である「相互行為帰属」、換言すれば「各共同正犯
者が、自らが直接実行したわけでない部分も含めた犯罪全体について正犯として責
任を問われる」ことの根拠を問う第一章と、前章で導かれた相互行為帰属の根拠を
基準に「共同所為決意」の実体を解明しようと試みる第二章から構成されている。
　我が国においては、共謀（ないし意思連絡）は共同正犯に必須の要件と解され、
近時は主として共謀の射程をめぐって議論が展開されているが、共謀の実体は十
分解明されていない。それゆえ、本書が提示する議論は、我が国の共犯論に有益
な視座を提供するものと思われる。
2 　シュテッカーマイヤー論文の概要
Ⅰ　相互行為帰属の根拠
（ 1）　議論の出発点
　共同正犯論は、答責原理と平等原則をその出発点としなければならない。答責
原理によると、「他人の行為について責任を問われることはない」が、共同正犯
を規定するドイツ刑法25条 2 項は、共同正犯者に他人の行為を自らのもののよう
に帰属させ、彼を、犯罪全体を自ら単独で行った者として扱う。25条 2 項は答責
原理に対する例外の一つなのである。しかし、それゆえに、各共同正犯者を犯罪
全体の共同正犯と評価するには特別の根拠が要求される。また、ドイツ基本法 3
条 1 項は、同等のものを不平等に扱うことを禁止し、同等のものを平等に扱うこ
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とを保障している。共同正犯は、その法的効果において単独正犯と等しく扱われ
るのだから、単独正犯と同等の存在でなければならない。かくして、①他人の行
為についても正犯として責任を問われうる根拠、および、②共同正犯が単独正犯
と同等の存在とされる根拠を解明することが本書の課題となる
（１）
。
（ 2）　相互行為帰属の根拠としての拡張された行為支配
　共同正犯は、その法的効果を正当化するためには、単独正犯と同等の存在でな
ければならない。この問題を検討する前提として、まず、単独正犯の性質を明ら
かにしておく必要があるが、単独正犯は、犯罪全体の有無（Ob）および態様
（Wie）の両者を包括的に支配する（つまり、決定支配（Entscheidungsherrschaft）
と形成支配（Gestaltungsherrschaft）を有する）関与類型である。そうすると、共
同正犯は、従来主張されてきた機能的行為支配を有するだけでは不十分というこ
とになる。例えば、強盗罪において、A が暴行を、B が財物奪取を担当した場
合、確かに、A は自身の行為（暴行）を支配し、また、強盗罪の成否を機能的に
支配しているといえるが、B の行為（財物奪取）に対する支配について機能的行
為支配説は何ら言及していない。しかし、財物奪取部分を含めた全体を支配して
はじめて、A は、単独で強盗罪を実行した単独正犯者と同等と評価されうるの
である。それゆえ、共同正犯が成立するには、自身の行為を支配するだけでな
く、他の関与者の行為も支配しなければならない。つまり、行為支配の対象は、
他者の行為にまで拡張されなければならないのである（拡張された行為支配
（verlängerte T
（２）
atherrschaft））。
　しかし、このように考えると、如何にして自由に意思を決定しうる他の関与者
を支配できるのかが問題となる。ここでは、犯罪学あるいは社会心理学（とりわ
け集団力学（Gruppendynamik））の知見が有益となる。集団力学的作用として第
一に考えられるのは「相互暗示（wechselseitige Suggestion）」である。すなわち、
集団を形成することにより、集団の各構成員の潜在意識に影響を与え、各自のセ
ルフコントロールを阻害し、指示された行為に対する批判力等の低下を招く。こ
うした相互暗示を通じて、他者を集団の目標へと方向づける
（３）
。第二は「集団圧力
（Gruppendruck）」である。集団の形成により集団規範が定立し、場合によっては
それに制裁が伴うことにより、集団の構成員は、それぞれが担当した行為を行う
よう義務付けられる
（４）
。また、寄与を相互に約束することによって各関与者が心理
的に強化されることを意味する 「心理的強化 （psychische S
（５）
tärkung）」 と、各関与者
が集団の存在または他の構成員の存在を犯罪遂行の言い訳として用いる、もしく
はそれらに責任を押し付けることによって、自分には責任がない （あるいは自分の
責任は軽い）と考えることを意味する「中和化の技術（N
（６）
eutralisationstechniken）」
も考えられる。しかし、心理的強化と中和化の技術は、単独で他の関与者を支配
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しうる程の力を持つものではない
（７）
。
　これらに加えて、刑法30条 2 項が規定する 「重罪共謀 （Verbrechensverabredung）」
の処罰根拠も、拡張された行為支配を基礎づける一要素として挙げられる。すな
わち、重罪共謀の処罰根拠は、意思結合の強化（erhöhte Willensbildung）ないし
離脱の困難化（erschwerte Lossagung）に求められるわけだが、これらの作用によ
り、各関与者は他者を心理的に拘束しうると考えられるのである。
　つまり、「意識的かつ意欲的協働（das bewusste und gewollte Zusammenwirken）」
を特徴とする共同正犯は、心理学的には、関与者間の相互作用関係あるいはコミ
ュニケーション関係と捉えることができる。十分に緊密な集団を形成することに
よって、各関与者は、それぞれ他の関与者に対して影響力を及ぼしている。そう
して生じた影響力は、確かに、他の関与者の意思の自由を完全に消滅させるほど
のものではないが、意思の自由を制限し、選択できる行為の幅を狭め、集団の設
定する目標に向かわせうる程のものである。これが、拡張された行為支配の実体
である。このように考えると、「集団の形成」ないし「集団目標の設定」、すなわ
ち「共同決意」は、行為支配の不可欠の要件であることになる
（８）
。
（ 3）　拡張された行為支配を補填する要素
　しかし、このようにして基礎づけられた行為支配だけでは、共同正犯を不法全
体につき正犯として処罰する、つまりは単独正犯と等しく扱うことを正当化する
ことはできない。というのも、単独正犯者が有する自身の行為に対する包括的な
行為支配に比べると、共同正犯者が有する拡張された行為支配は劣後するといわ
ざるを得ないからである。行為支配の不足分を補填する根拠を見出さなければな
らない。
　刑法25条 2 項の法的効果を正当化しうる根拠としては、以下の二つが考えられ
る。一つは、「Cuius commodum, huius periculum（何かから利益を得る者は、そ
の危険も引き受けなければならない）」という伝統的な原則である。共同正犯者は、
他者と協力することによって、少ない労で多くを得ようとするわけだが、労が少
ないからといって刑罰を減軽するのは妥当ではない。他の一つは、複数の関与者
が共同で犯罪を遂行することによって危険が増大する点である。これらが、不十
分な行為支配を補う形で共同正犯の法的効果を正当化するのである
（９）
。
（ 4）　小括
　共同正犯の相互行為帰属の根拠は、集団力学的知見により基礎づけられた「拡
張された行為支配」とその行為支配の不足分を補填しうる二つの根拠に求められ
ることになる。共同正犯が成立する場合、自身の行為だけでなく、他者の行為に
対しても自身の支配が及んでいるからこそ、その部分についても刑事責任を問わ
れるのであって、答責原理には反しない。また、このような根拠によって、共同
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正犯を単独正犯と等しく扱うことも正当化される。
　かくして、共同所為決意には、拡張された行為支配を基礎づけるという機能が
与えられる。そして、この機能が、共同所為決意の実体を検討する上での出発点
となる。
Ⅱ　共同所為決意の検討
（ 1）　客観的要件としての共同所為決意
　第一に検討するのは、拡張された行為支配の基礎という機能を持つ共同所為決
意が主観的要件なのか、それとも客観的要件なのかという問題である。
　共同所為決意を各共同正犯者の心理状態として、つまり主観的要件として解す
る見解もある。しかし、主観的な事象は関与者ごとにしか検討され得ないもので
あるから、それに、それぞれの行為を結合する機能を認めることはできない。あ
る共同正犯者と他の共同正犯者の行為が結合するのは、まさに、前者が後者を支
配するからである。つまり、拡張された行為支配は、犯罪の共同性および外的事
象の統一性を基礎づける要素なのである。ところで、前述のように、そのような
役割を担う拡張された行為支配（すなわち、集団力学的作用）には十分に緊密な集
団決定が必要であるが、そうした集団決定が成立するにはコミュニケーションな
いし思考の伝達が不可欠である。このコミュニケーションないし思考の伝達こそ
が、拡張された行為支配の基礎、つまりは共同所為決意の実体なのである。した
がって、拡張された行為支配の基礎としての共同所為決意は、客観的に知覚可能
な事象として定義されることになる。なお、「決意」という表現は、どうしても
主観的なものを連想させるため、話し合いや謀議等を想起させる共同所為「共謀
（Verabredung）」を用いる方が適当である
（10）
。
（ 2）　共同所為共謀の実体
　第二の問題は、共同所為共謀の実体である。
（ⅰ）　行為ないし行為目標の確定
　共同所為共謀の実体をめぐって最初に検討されるのは、それが「犯罪結果」を
含まなければならないかという問題である。例えば、A と B はある財物を運び
出すことにしたが、A は B に対して、それが自身の物であると嘘をついていた
という場合、物を運び出す行為については共有していても、物の窃取という犯罪
結果は共有していない。こうした場合にも拡張された行為支配が生じうるかが問
題となる。
　複数人の共謀による集団力学的作用の発生は、何も犯罪結果が関係する場合に
限定されない。犯罪結果以外の行為あるいは行為目標の共有・合意で十分であ
る。したがって、上記事例においても、各関与者の他者に対する行為支配は肯定
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される。過失犯の場合も、結果それ自体については認識していないし欲してもい
ないが、拡張された行為支配は生じうるから、過失の共同正犯の理論的可能性は
肯定しうる
（11）
。
（ⅱ）　「共同正犯的行為」の合意
　次に検討するのは、共同所為共謀の具体的内容である。拡張された行為支配が
成立するには、いつか何らかの行為を行うことを共謀しただけでは不十分であ
る。これだけでは、各関与者は自分に何が要求されているのか、何をしなければ
ならないのかを理解できず、これでは拘束力は生じないのである。それゆえ、各
行為を十分具体的に確定することが必要となる。しかし、他方で、各関与者に行
為の方法等について裁量が一切認められないわけでもない。関与者らが、集団計
画を成功させるために行わなければならないことを理解できる程度に、共謀され
た行為の方向性、態様・方法、時、前後関係といった諸要素を定めればよい
（12）
。
　共同所為共謀の具体的内容としては、各関与者が確約する「行為の質」も問題
となる。個々の行為の質は、単に促進的効果を有するに過ぎない共犯行為を超え
るもの、つまりは共同正犯的行為でなければならない。共同正犯者は、犯罪全体
の支配者（Herr）でなければならないのである。そのためには以下の三点が要求
される。①確約した行為が不法全体との関係で重大であること、②他者の行為と
の関係において同等であること、③行為計画の観点において十分に重要であるこ
とである。③は、そのような重要な行為を相互に確約した場合にこそ、拡張され
た行為支配を基礎づけうる重大な影響力が生じる、ということから要求される
（13）
。
　確約した行為の質については、それが行われる予定の「時点」も問題になる。
つまり、予備段階でのみ関与する者、例えば組織の長に共同正犯が成立するかと
いう問題である。
　この点、予備段階における構成要件外の行為であっても、上記①②③の要件を
充足しうるのであって、その後の事象および構成要件的行為に対して支配的影響
力を持つことはありうる。それゆえ、組織の長に共同正犯を肯定することも可能
である。なお、そのような組織の長の場合、彼自身の行為は、所為計画の立案
（共謀形成行為）に尽きることになる。その他の共同正犯の事例の場合は共謀形成
行為それ自体と共謀で確約した行為（例えば、強盗罪における暴行行為）の二つが
あり、この点に差異がある
（14）
。
（ⅲ）　不備ある計画
　次に検討するのは、被害者が特定されていない場合などが想定される「不備あ
る計画」の問題である。この問題においても、「関与者らが、集団計画を成功さ
せるために行わなければならないことを理解できる程度に、各行為を具体化すれ
ば十分である」という前述の基準が妥当する
（15）
。
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（ⅳ）　過剰
　共謀の実体に関する最後の問題として「過剰」を検討する。これまでの考察に
よると、共同所為共謀の射程範囲（拡張された行為支配の射程範囲）は、刑事責任
の範囲（相互行為帰属の限界）を意味する。したがって、共同所為共謀の範囲外
で行われた行為（つまりは、過剰部分）について、他の関与者が責任を負うこと
はない。ここでは、例えば、C に暴行することを共謀した A と B は、A が第三
者が介入してこないよう確保し、B が C に暴行することとした（ドイツ刑法223
条、224条 1 項 4 号）が、B は、共謀に反して、ナイフを用いて C に重大な傷害を
加えた（ドイツ刑法224条 1 項 2 号、226条 1 項 3 号）という事例が問題になる。この
事例において、A に帰属される行為は、ドイツ刑法223条、224条 1 項 4 号の範囲
内に限られることになる。
　しかし、この過剰をめぐっては、何が共同所為共謀の枠内に収まるのかは必ず
しも明らかではない。この点につき、判例（BGHSt 53, 145）は、過剰が否定され
る、換言すれば相互行為帰属が肯定される要件として、①当該状況において当該
行為は当然想定されるに違いないこと（予見可能性（Damit-rechnen Müssen, 
Vorhersehbarkeit））、②行為態様〔の相違〕が他の関与者にとってそれほど重要
でないこと（些末性（Gleichgültigkeit））、③他の関与者の利益を同程度に充足す
ること（同価値性（Gleichwertigkeit））の三つを挙げている。表現としては問題も
あるが、内容的にはいずれも支持できる
（16）
。
（ 3）　時間的限界
　共同所為共謀をめぐる第三の問題は、共同所為共謀の時間的限界、具体的には
承継的共同正犯の成否である。この問題も、拡張された行為支配は十分に緊密な
合意（つまりは共同所為共謀）をその根拠とするという考え方が議論の出発点にな
る。これを前提にする以上、共同所為共謀は、最初の行為が行われるよりも前に
成立していなければならない。したがって、共謀が成立するよりも前に行われた
行為がその後に登場した関与者に帰属されることはない。承継的共同正犯は否定
される
（17）
。
3 　若干のコメント
（ 1）　Steckermeier 論文の意義
　日本の共謀共同正犯をめぐる議論においては、「心理的拘束力」という概念に
よってその正犯性を基礎づけようとする見解が主張されている （間接正犯類似説
（18）
）。
しかし、本説は他の関与者に対する心理的拘束力の根拠として経験則以上の何か
を提示することはなかった。その不十分さが、自己答責的に行為する他の関与者
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を支配することはできない
（19）
という批判を招く一因であったように思われる。これ
に対して、本書は、集団形成に基づく暗示作用や集団規範・圧力の存在を科学的
に証明している社会心理学 （とりわけ集団力学） の知見から、心理的拘束力の実体
を解明しようと試みている。ここに、本書の意義を認めることができよう。本書
の考え方からすると、心理的拘束力の発生は、命令者と実行担当者の間に上下関
係が存在する場合 （いわゆる支配型の共謀共同正犯） に限定されないことになる。各
関与者が対等な地位にある場合（いわゆる対等型の共謀共同正犯）であったとして
も、集団形成を通じた他者の支配は可能だからである。間接正犯類似説は対等型
の共謀共同正犯には妥当しない
（20）
とする批判に対する有力な反論になるであろう。
　日本においても、ドイツにおいても、判例・学説は、意思連絡、共同所為決
意、あるいは共謀といったものは共同正犯の成立に不可欠であると解してきた。
しかし、それらが要求されるのは、例えば、「共同して（gemeinschaftlich）」と規
定するドイツ刑法25条 2 項の文言からは当然であると考えられてきた
（21）
ためか、そ
の実質的根拠は必ずしも明らかではなかった。また、この不十分さに伴い、意思
連絡や共同所為決意の具体的内容や機能も十分には解明されてこなかったように
思われる。これに対して、本書は、まず、共同所為決意（共謀）に共同性の根
拠・限界を設定し、拡張された行為支配を基礎づけるという機能を見出し、次い
で、そうした機能を果たしうるのは共同所為決意（共謀）のみであるとしてその
不可欠性を根拠づけている。そして、共同所為決意（共謀）が担う機能から、演
繹的に、共同所為決意（共謀）の具体的内容（例えば、各関与者が共有する必要が
あるのは「犯罪結果」ではなく、「行為」であること等）を解明しようと試みている。
こうした議論は、共同正犯の成立要件の一つとしての共謀の意味内容を明らかに
するものであり、我が国の共犯論に応用しうると思われる。
（ 2）　Steckermeier 論文に対する疑問
（ⅰ）　共謀共同正犯の場合の区別基準
　本書の主張は、大要、下図のようになる。
① 確約した自身の行為
② 共謀形成行為
構成要件の実現
ａ：不法全体に対する重大性
ｂ：他の関与者との同等性
ｃ：拡張された行為支配への影響
他の関与者の行為
行為支配
拡張された
行為支配
相互的な影響に基づく十分に緊密な合意
共同正犯者
a
bc
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　これは、共謀に基づいて確約した行為（①）と共謀形成行為（②）を区分でき
る場合を想定している。例えば、強盗罪の場合、他の共犯者と強盗計画を立案し
たことが②、その結果担当することになった暴行が①となる。当該関与者の共同
正犯性を検討するにあたって、①は、当該関与者が不法全体に対して重大であり
（a）、かつ、他の関与者と同等であるか（b）を判断するための要素となる。ま
た、「拡張された行為支配」の判断の際に考慮される要素の一つでもある（c）。
これに対して、②は、「拡張された行為支配」を基礎づける要素である。このよ
うに、①と②は、共同正犯性の認定において、それぞれ異なる役割を有してい
る。
　両者が区別できる場合であれば、①によって、正犯と共犯の区別の明確性はあ
る程度担保されるであろう。しかし、組織の長による犯罪計画の立案・命令の共
同正犯性が問題になる場合（つまり、共謀共同正犯が問題になる場合）、両者を区別
することはできず、共謀形成行為が上述の役割のすべてを担うことになる。共謀
形成行為が有する支配力（心理的拘束力）が、拡張された行為支配を基礎づけう
る程に強力であり、かつ、不法全体に対して重大であって、他の関与者の行為
（実行行為）と同等であるかが問われるのである。結局のところ、共謀形成行為
の支配力（拘束力）の強さが唯一の基準となるわけだが、これだけでは正犯と共
犯の区別は不明確であるといわざるを得ない。社会心理学は（広義の）正犯と
（狭義の）共犯の区別を意識しているわけではないため、そこから区別基準を導
出することはできない。この問題は、共同正犯が成立する他の事例と比較しなが
ら規範的に検討する必要があろう。
　まず、背後者（組織の長）の意思のみで、当該集団に妥当する集団規範を放棄
しうる関係が形成されている場合には、共謀共同正犯を肯定できる場合が多いで
あろう。支配型の共謀共同正犯とされる事例の多くが、これに該当するものと思
われる。例えば、強盗罪において、暴行を担当した者に強盗罪の共同正犯が成立
するのは、その寄与を放棄させることによって法益を直接保護しうるからであ
る。そうであるならば、ここで問題となる共謀共同正犯の場合においても、当該
背後者の命令を破棄させることによって直ちに法益を保護できることを理由に背
後者に正犯性を肯定してよいと思われる。
　他方で、いわゆる対等型といわれる類型の場合も、共謀共同正犯を肯定する余
地はある。対等型が問題になる場合、ある関与者の意思決定だけでは当該集団規
範を放棄できず、すべての関与者が合意することではじめてそれを放棄できるよ
うな関係が形成されることもある。この場合、直接実行者のみに、あるいは背後
者のみに犯意の放棄を要求しても、集団規範が発する集団圧力により彼らはその
要求に従うことができない。それゆえ、十分な法益保護を図るためには、両者に
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対して犯意（あるいは集団規範）を放棄するよう同時に要求しなければならない。
この点、例えば、A と B が共謀の上で被害者に向けて同時に発砲し、A の銃撃
により被害者を殺害した（B の撃った弾丸は外れた）という付加的共同正犯（実行
共同正犯）の場合、B に殺人罪の共同正犯が成立するのは、十分な法益保護を図
るためには両者の行為を一様に禁止する必要があるからと考えられる
（22）
。そうであ
れば、たとえ支配型の背後者のように単独では集団規範を放棄できない（あるい
は犯罪を阻止できない）場合であっても、刑法規範が──付加的共同正犯の場合
と同様に──各関与者に同等の禁止を発する必要があるのであれば、対等な地位
にある背後者に共謀共同正犯を認めうるであろう。
（ⅱ）　相互行為帰属・相互支配の必要性
　本書は、相互行為帰属および相互支配が共同正犯の成立に必要である旨強調し
ている
（23）
。確かに、共謀共同正犯の成否が問題になる場合、直接実行者の行為（実
行行為）を背後者に（正犯として）帰属しうるかが問われることから、背後者に
よる直接実行者の支配（心理的拘束）は必要であるといえよう。しかし、背後者
の行為を直接実行者に帰属することは不要であって、直接実行者による背後者の
支配（心理的拘束）も、また、不要である。したがって、共同正犯者間の「相互」
行為帰属および「相互」支配を常に要求する必要はないのであって、一方的な支
配関係が存在する場合にも共同正犯を観念する余地を認めるべきである。
　また、本書は、犯罪計画にとって重要な行為を相互に確約することで心理的拘
束力が高まると主張している。確かに、自分の役割が計画の実現にとって不可欠
であることを認識することで、心理的拘束力が高まることもあろう。しかし、他
方で、付加的共同正犯の事例のように、それぞれの行為が単独でも構成要件を実
現しうる危険性（重大性）を有している場合、例えば、A は、「自分の行為が仮
に失敗しても、あるいはそもそも自分が遂行しなくても、共犯者 B がきっと計
画を実現してくれるだろう」と考えることで（逆もまた然り）、かえって心理的拘
束力は低下するのではないだろうか。しかし、上記付加的共同正犯の事例におけ
る A と B を殺人既遂罪の共同正犯として処罰することに異論はほとんどないで
あろう。したがって、共同正犯が成立する事例には（共同正犯の成立を認めうるほ
どの）心理的拘束力がない場合も含まれると解すべきである。
　また、付加的共同正犯の事例を、「B は、組織内の上位者である A からの命令
に渋々従い、A と一緒に被害者に向けて発砲した（B の撃った銃弾は外れ、A の撃
った銃弾により被害者は死亡した）」と修正した場合、A に対する B の「拡張され
た行為支配（心理的拘束）」を肯定することは難しくなる。もしこの場合に認めら
れる程度の心理的影響力で共同正犯を基礎づけうる「拡張された行為支配（心理
的拘束）」を肯定するのであれば、およそ何らかの役割を引き受けさえすれば共
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同正犯が成立することになり、心理的幇助犯の多くが安易に共同正犯に格上げさ
れることになるであろう。他方で、この場合の B を殺人罪の共同正犯として処
罰するべきとの結論に争いはないと思われる。そうであるならば、やはり、拡張
された行為支配（心理的拘束）は共同正犯成立の必要条件ではないと考えた上で、
別の要素（付加的共同正犯の場合は「発砲行為自体の危険性」）によっても共同正犯
の成立を基礎づけうる余地を認めるべきではないだろうか。
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